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【要 約】本稿では、変質をしてしまった純資産（資本）の部において、会計の主要な原則である「資
本取引・損益取引区分の原則」、とりわけ「剰余金の区分原則（払込資本と留保利益の区分原則）」に
ついてその要否も含めて再検討をしている。手順としては、これまでの会計上の資本制度の意義をた
だし、旧商法から会社法までの資本の部における一連の改正により債権者保護機能が後退することと
なった背景とその論理を考察し、この区分原則の再検討をおこなっている。 
 しかしながら、このような議論を提起したにもかかわらず会計の本来の使命に立ち返って考えれ
ば、結局のところ、「払込資本と留保利益の区分原則」は、会計の使命達成には欠くことのできない
重要な原則なのである。たとえば、資本と利益を区分することは、利益（損益）決定、利益（損益）
計算に際して必要であり、そして、剰余金の区分はその源泉の区別がないとなると“資本（元手）の
食い潰し”となることも考えられ、また、留保利益の区分についてもそれを会社それ自体の業績の蓄
積として捉えるばかりでなく、株主、債権者、従業員、その他会社の利害関係者のすべてが共有する
ものと考えるところに意義があり、そしてこれらのことが正確に伝達されること（情報開示機能）は、
有用な企業情報を利害関係者に提供する、ということからもこの区分原則が持つ意義は大きいといわ
ねばならない。 
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1.はじめに 
 純資産（資本）の部は、2001年（平成 13年）改正商法（以下、「旧商法」という）から 2006
年の会社法施行にいたる一連の改正によって大きく変質をした。後述するように（ 3章以下、 
50 頁参照）、旧商法は、従来の資本性の剰余金を“利益”として配当可能財源に組入れること
を容認し、さらに、会社法では、“利益の配当等、資本及び準備金等の払戻しは、会社財産の株
主に対する払戻と同じであるとして、統一的に捉えて横断的に規制する”ことから、従来の利
益配当から剰余金配当へと、より広い範囲で分配可能財源を確保することでこれまでの債権者
保護機能も後退させてしまった。ここでいう「統一的に捉えて横断的に規制する」とは、分配
（配当）可能財源である剰余金は、“その源泉は問わず、資本、利益の区別をしない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
”という意
味であり、それは純資産の部の配当規制及び債権者保護機能に対する会社法の考え方でもある。
しかしながら、こうした会社法の発想は、会計の発想とぶつかる1。会計は、「資本取引・損益
取引区分の原則」から資本と利益の区分を厳格にする。それは、適正な期間利益計算と情報開
示機能の充実を目的とする会計からの基本的な要請であり、資本の部を確定する重要な原則で
もあったからである。会計が示す「資本取引・損益取引区分の原則」は、1 つには取引を区分
する（資本取引と損益取引の区分＝資本と利益の区分）こと、もう 1つは、剰余金を区分する
こと（資本剰余金と利益剰余金の区分＝払込資本と留保利益の区分）という 2つの内容が含ま
れており、前者は適正な損益（利益）計算の根拠として、また、後者は利益分配の根拠として
意義があるものである。しかしながら、こうした会計上の重要な原則も上述した一連の改正に
より、その必要性が問われることとなる。すなわち、分配可能財源がその源泉を問わず剰余金
．．．．．．．．．．．
として一括して外部流出が可能となった
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ことから、剰余金を区分することの可否
．．．．．．．．．．．．．
、つまり、払
込資本と留保利益の区分原則についての再検討である。こうした議論は、野口教授（[2002], 18
頁）が旧商法の施行に際して述べた、次のような言葉にもみることができる。 
 「資本制度の変質を受けて、払込資本と留保利益を区別する必要性についても再検
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
討しなければならなくなった
．．．．．．．．．．．．．
。配当規制あるいは会社財産の株主への分配規制の方法
としての資本制度は絶対的なものではないので、アメリカの模範事業会社法のように、
資本制度が放棄されてしまうという事態も視野に入れておく必要がある。配当規制に
用いられていること以外に払込資本と留保利益を区別する必要性を具体的に説明でき
る準備が、現在求められている。払込資本は株主が払い込んだもので、その資本が生
．．．．．．
み出す利益とは源泉が
．．．．．．．．．．
異なると説明するだけでは、両者を区別する必要性の論拠とし
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
て不充分になったのである
．．．．．．．．．．．．
。（傍点は筆者）」 
 本稿の目的は、変質をしてしまった純資産（資本）の部において、会計の主要な原則である
「資本取引・損益取引区分の原則」、とりわけ「剰余金の区分原則（払込資本と留保利益の区分
原則）」について、その再検討を行い現代的な意義を問うことにある。手順としては、これまで
の会計上の資本制度の意義をただし、旧商法から会社法までの資本の部における一連の改正に
より債権者保護機能が後退することとなった背景とその論理を考察し、この区分原則の意義を
                                                          
1 石川教授（[2006], 41頁） 
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再検討をすることとする。 
 
2.資本制度の意義 
 2.1資本維持思考と資本の 3原則 
 株式会社の資本制度は、会社の設立および維持存続のためにあると同時に、株式有限責任制
の下で会社債権者を保護するためのものであった。また、ここで示される資本維持の理念は、
後述する資本充実・維持の原則を実質的に支えるもので、それは会社を維持存続させるための
本質と考えられているものであった2。元々、会社債権者にとって、有限責任を負う株主と異な
り、当該債権金額を唯一担保できるのは会社財産だけである。このため、資本に相当する金額
は現実に会社に拠出されていなければならず、その金額は現実に保有され、みだりに変更しな
い、とりわけ減少しないものでなければ、債権者からの信頼は得ることはできない。「資本の 3 
原則」3 は、こうした債権者という一方の利害関係者を保護するためのものであり、商法が担う
“債権者保護機能”を実質的に支えてきた原則なのである。具体的には、商法が規定する現物
出資の調査、金銭出資の厳重なる確認手続き（資本充実）、また、会社財産が資本の額を下回る
ような利益配当を許さないこと（資本維持）、さらには、減資するための厳重な法手続き（資本
不変）等にそれらをみることができる。また、この 3原則を徹底する、とりわけ資本充実・資
本維持の原則の実効性を高め会社財産の確保を強化するため、1990（平成 2年）年の改正商法
では「最低資本金制度」4 の導入があったことも忘れてはならない。 
 
 2.2最低資本金制度の導入 
 最低資本金制度の導入によって、資本充実・資本維持の原則の実効性が高まり会社財産が担
保されることになる。すなわち、資本金額が、取引の規模等に比してあまりにも少ないとすれ
ば、たとえ企業がそれに見合う資産を保有していたとしても債権者にとって実質的な担保とは
ならない。このため、最低資本金制度にて、企業が存続する限りその資本金額を維持していく
こと、そして、そうすることが株主有限責任の利益に対する最小限の代償となる役割を果たす 
                                                          
2 安藤教授（[2002], 7頁）。 
3 「資本の 3原則」、すなわち①資本充実の原則、②資本維持の原則、③資本不変の原則を指す。①資本充
実の原則では、会社債権者の保護のため増減する会社財産は常にそこに保有すべきである。②資本維持の
原則では、株式の発行により資本の額が定まればこれに相当する財産は、会社が継続するかぎり維持され
ていくこと。③資本不変の原則は、こうしていったん定まった資本の額は任意に変更することを許さない
こと。以上、島原教授（[2005], 27頁）。なお、資本充実・維持を 1つとして、他に「資本確定の原則」を
もって 3原則とする論者もいる。確定原則は、会社の設立または資本の増加には、定款所定の資本の額に
相当する株式全部の引受けがなされることを要するという原則で、この原則は定款上、予定された資本の
額に相当する株式全部につき出資者が確定することを要求することにより、安易な会社設立また資本増加
を防止しようとするものであった。以上、竹内教授（[2001], 94頁）。 
4 株式会社にあっては 1,000万円、有限会社（出資金）にあっては 300万円がその最低資本金額として定
めるものである。 
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ことになるのである5。したがって、最低資本金制度は、資本制度を補完すべき制度だともいえ
る6 
 
 2.3払込資本と留保利益区分の原則の意義 
 払込資本と留保利益区分の原則は、企業会計原則の一般原則、三、「資本取引・損益取引区分
の原則」から派生する原則であり、出資を受けた資本とそれによって産み出された利益を明確
に区分し管理しようとするものである。ここでの管理は、会社利益の分配に際しては、あくま
でもその源泉を重視し
．．．．．．．．
、資本（元手）を利用して得た利益からの分配を第 1として“資本維持”
という目的を果たそうとするところにある。それは、払い込まれた資本（元手）からの分配（流
出）が、“資本（元手）の食い潰し”となることを危惧するからである。染谷教授（[1985], 167-168
頁）は、この原則の意義について次のような見解を述べられている。 
 「･･･払込資本と留保利益の区別に内在する基本的な思考は、財務上の取引と利益を
生ぜしめる取引との間の区別であり、発生源泉にもとづく区別である
．．．．．．．．．．．．．．
。資本は財務活
動、すなわちバッター氏の言による『特定の拘束をともなう新資産の調達』によって
求められるが、利益は財務以外の企業活動から生ずる特定の拘束をもたない資産の増
加額である。 
 払込資本と留保利益とを明確に区別することにより、株主に対して会社の資産が分
配されるとき、それが利益の分配であるか資本の払いもどしであるか明らかにされる。
留保利益は、その金額の範囲内で、会社が株主から委託された資本をそこなうことな
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
く、会社の所有する資産を株主に分配できることを意味する。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
 
 …会社は、株主から独立した実体であり、会社の利益は、会社の資産を株主に分配
することによってはじめて株主の利益になると考えれば、明らかに株主に帰属する払
．．．．．．．．
込資本の金額
．．．．．．
と、いまだ株主への帰属が確定しない留保利益の金額とを区別すること
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
はきわめて重要である
．．．．．．．．．．
。（傍点は筆者）」 
 また、安藤教授（[2002], 11-12頁）も次のようにその意義を主張されている。 
 「企業会計における払込資本と留保利益の区分の原則は、よくいわれるような情報
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
開示の次元での話しにとどまるものではなく、この原則の根底には、払込資本の維持
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
思考
．．
が存在している。
．．．．．．．．
それはこの払込資本が、資本維持の原則にしたがって固定的に
維持されなければならない法定資本金（リーガル・キャピタル）のみから成っている
                                                          
5 前田教授（[2000], 14-15頁）は、最低資本制度導入の意義を次のように述べている。「･･･株式会社では、
株主が間接責任を負うにすぎず、会社債権者が債権の満足を受けるためにあてにできるのが会社財産だけ
であることから、会社財産を確保するための基準となる金額として資本の制度が設けられているのである
が、この基準となる金額が小さくては資本の制度を設けた意味がない。そこで、平成 2年商法改正で、株
主が間接有限責任の利益を享受するための最小限度の代償として、･･･最低資本金制度を導入したのであ
る。」このように最低資本金制度の導入により、会社が確保すべき財産の最低額が決められ、単なる数額と
しての「資本」が、商法上の資本の目的である「債権者保護」に関連する配当規制に関して実効性を持つ
ものとなる。 
6 島原教授（[2005], 29頁）。 
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のではなく資本金という科目で記載されないけれども、企業の払込資本として維持さ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
れなければならない資本部分をも含んでいる
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
からである。･･･資本取引というのは投下
資本の増減に関する取引である。ある種の剰余金は投下資本の変形したものであって、
それ等の剰余金に関する取引は資本取引に属するものである。これを資本剰余金と名
づける。そもそも会社の資本は。･･･株式会社の会計および財務諸表において、投下資
．．．
本を稼得資本
．．．．．．
（earned capital）（＝
．
留保利益
．．．．
）と区別することは基本的なことである
．．．．．．．．．．．．．．．．．
。
この区別の理由の第一は、株主にとって払込資本は利益を生み出す元金（principal 
fund）を意味し、配当は利益から支払われるべきものであり、第二に、株主の有限責
任に対応して債権者を保護するためである。要するに、投下資本と稼得資本は峻別す
．．．．．．．．．．．．．
べきであり、株主をミスリードすることなくかつ債権者の安全を損なうことなく安心
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
して配当に使用できるのは稼得資本に限られる
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。（傍点は筆者）」 
 いずれの見解も払込資本と留保利益の区分を重視することで一致しており、その論理は、債
権者保護思考のもと、利益計算を確実に行ない、元手と利益を峻別し配当は得られた利益のな
かから行なうこと、そして、企業が継続するかぎり資本を維持するのである。この原則は、会
計人にとって確固たる通念として定着しており、簡単に否定できるものではない7。 
 債権者保護機能を達成するため、資本維持思考とそれを実質的に支える資本の 3原則、そし
て、より実効性のあるものとして導入された最低資本金制度等、これらが相互に作用すること
は理論的にも一貫性があり、会計、法律サイド共うまく機能してきたように思われる。このこ
とは資本の部の表示形式にもよく表れている。図表-1で示すのは、旧商法以前の資本（純資産）
の部の企業会計原則、計算書類規則、各々の表示である。 
 企業会計原則においては、資本の部は、「資本金」、「剰余金」に大別され、「剰余金」の部は
「資本準備金」、「利益準備金」、「その他の剰余金」の 3つに区分されている。ここでは、資本
金、資本準備金までが資本取引を、その他は損益取引を表わす区分となっている。資本準備金
と利益準備金はその性質が異なるにもかかわらず、剰余金という 1つの項目に括られているこ
とに奇異を感じるが、これは、資本金等以外は剰余金であるという考えが一方にあり、その中
であくまでも資本と利益の区分表示を優先しようとしたことによるものである。 
 その点、計算書類規則における表示形式は明確である。資本の部は配当不能なもの、配当可
能なものに区分し、それらはまた、法的拘束受ける部分（法定部分）とそれ以外の部分を区分
している。前者には「資本金」や「法定準備金」が、後者は「剰余金」に区分されており、資
本金等以外は配当可能であることがわかる。 
 なお、評価差額金の表示は、「その他有価証券」の時価評価導入（平成 11年改正）による評
価差額金を示すものであるが、それらは商法上、配当財源からは除外されている。 
 しかしながら、こうした源泉別の配当財源と表示形式との対応関係が以下にみるようにしだ
いに曖昧なものとなってくる。それは、法律サイドからの一方的な変質によってもたらされる。 
                                                          
7 斎藤教授（[2002], 65頁）。 
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図表－1 
1982年（昭和 57年）4月              2000年（平成 12年）3月改正 
（第三 貸借対照表原則 四（三）資本 A～D）        計算書類規則 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.旧商法、会社法にみる資本制度の後退とその背景 
 3.1払込資本と留保利益区分の原則の後退 
 これまで述べてきたように旧商法以前の商法の配当財源は、基本的には“留保利益”に限定
されていた。つまり、額面超過額、払込剰余金、減資差益、合併差益等は資本準備金に含まれ、
それらは資本の欠損の填補または資本の組み入れ以外には使用できないものであった8。こうし
た規定は商法と会計の共同作業にて確立されたもので9、この時点までは、双方の配当規制、債
権者保護に対する考え方にそれほどの隔たりはなかったようである。 
 しかしながら、こうした関係が大きく変化してくるのは、旧商法からである。旧商法では、
以下の 3 項目、①減資差益（資本準備金からの削除）、②資本準備金の取崩益（資本準備金に
つき利益準備金と併せて資本金の 4 分の 1 を超える部分を対象）、③自己株式処分差益を旧商
法 290条の「利益」として「配当可能財源」に組み入れたのである。 
 武田教授（[2002], 228頁）は、旧商法によって、資本と利益との峻別を求める資本・損益区
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
分原則が、商法上、維持されないこととなった
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、それは、資本準備金と利益準備金とは源泉が
異なるものの、商法上は同等の地位におかれたことから“資本と利益の峻別”という企業会計
                                                          
8 平成 13年商法以前の商法 289条第 1項参照。 
9 万代教授（[2007], 15頁）。 
Ⅰ資本金 
Ⅱ法定準備金 
・資本準備金 
  株式払込剰余金 
  減資差益＊及び合併差益 
・利益準備金 
Ⅲ剰余金 
 ・任意積立金 
 ・当期未処分利益（又は未処理損失） 
Ⅳ評価差額金 
＊：減資差益は資本準備金の 1項目でその 
  取崩しは厳しく制限されていた。 
Ⅰ資本金 
Ⅱ剰余金 
 (1)資本準備金 
  ・株式払込剰余金 
  ・減資差益及び合併差益 
(2)利益準備金 
(3)その他の剰余金 
 ・任意積立金 
 ・当期未処分利益 
純資産（資本）の部に関する考察 
―  ― 51
上の基本原理が商法上希薄化してしまい、同時に資本の充実と維持を通じて債権者保護という
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
基本理念を果たそうとした従来の考え方が後退した
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ことを意味する、と述べており、安藤教授
（[2002], 8-9頁）も株式の大きさに関する規制の見直し、および法定準備金の規制の見直し理
由において、資本維持への配慮は皆無であること。また自己株式の取得および保有に関する規
制緩和の対応策として、配当可能限度額を設けることで一見、資本維持への配慮が窺えるが、
この配当可能限度額についても規制の見直しにてより増大していることから実質的な資本維持
．．．．．．．．
理念の後退をみることができる
．．．．．．．．．．．．．．
、と指摘している10。いずれの見解も旧商法における配当可能
財源等の改正により従来の資本維持思考が後退したことを指摘しているが、それはすなわち、
配当可能限度額を留保利益の範囲に限定してきたこれまでの枠組みが崩壊し11、配当規制規定
の基礎として資本維持機能を支援してきた商法上の措置が相当程度
．．．．
毀損したことを意味してい
る12。さらに、2006年 5月の会社法は、こうした配当に対する考え方をより徹底させ、利益の
配当、中間配当また資本・準備金の減少に伴う払戻し、自己株式の有償取得、利益処分による
金銭の配当等、これら全てが会社財産の株主に対する払戻しであるとして統一的に捉えて横断
．．．．．．．．．
的に規制
．．．．
することとした。このため、分配（配当）可能財源の範囲が限りなく拡大され、株主
資本における資本金と法定準備金（以下、「資本金等」という）以外
．．
－といってもこの 2 項目
も減少させることで剰余金に算入可能であるが…－は、その源泉を問わず
．．．．．．．．
、剰余金という統一
した分配可能財源として社外流出が可能となったのである。これによって、債権者保護機能、
そして、それを支える資本維持思考がいっそう後退することとなったのである。 
 
 3.2「資本の 3原則」の弱体化 
 こうして資本維持思考が後退するとなると、先に述べた「資本の 3原則」の内容も“あやふ
やなもの”となってくる。神田教授（[2006], 29-30頁）によれば、「資本の 3原則」は会社法
には引き継がれてはいない。すなわち、資本充実の原則、この原則は“はじめに資本金ありき”
という定義では、消滅してしまっている
．．．．．．．．．．
、とされる。その理由は、会社法では“はじめに実財
産ありき”ということから払込金額それ自体を実財産として会社をスタートできるようにした
からである。これは従来の商法が実財産を出すことができない場合、資本金に穴があくとして、
この資本充実の原則を根拠として発起人や取締役に無過失責任を課していたのであるが、ここ
ではこうした措置はとられておらず
．．．．．．．．．．．．．．
、従来とは明らかに異なっている。同様に、資本不変の原
則も、会社法では、資本金の減少手続きは一定の条件の下、取締役会の決議でよいこととなっ
た（会社法 447条③）ため、この部分ではこの原則も緩和されている
．．．．．．．．．．．．
し、また、払込みが無く
ても払込みがあった分だけで株主資本を形成できるようになっていることから実質的に
．．．．
この原
．．．
則も消滅した
．．．．．．
ようである。ただ、資本維持の原則に関しては、分配可能額が資本金を超える金
額等に限定するという意味であれば、この原則は維持されていることになるが、次の述べる最
                                                          
10 その他、小林教授（[2002], 30-31頁）。中村教授（[2002], 5頁）。 
11 野口教授（[2002], 15頁）。 
12 森川教授（[2002], 24-26頁）。 
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低資本制度の廃止により、この原則も後退してしまうことになる。 
 
 3.3「最低資本金制度」の廃止 
 会社法では、最低資本金制度が廃止されている。したがって、株式会社の資本金は設立当初
から“零”でもよく、否、実質的にはマイナスになることも認め13、また、減資により資本金
を後から“零”とすることも可能である14。その理由について、弥永教授（[2007], 118頁）は、
起業を促進しようとすることと、また同時に、資本という制度は、会社債権者保護のために大
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
して役にたってはいないのではない
．．．．．．．．．．．．．．．．
か
．
という認識から生まれたものである
．．．．．．．．．．．．．．．．
、と述べている。た
とえば、資本金を出資してもらったとしても、その会社が事業で損を出す場合、資本制度がこ
れを止めることはできない。すなわち、商売が下手なだけで、どんどん財産がなくなってしま
い借金が多くなっても、資本金額に相当する会社財産は配当してはいけない、自己株式の取得
財源にはできない、と決めても会社債権者保護の観点からは大して役にたたないのではないか、
これが最低資本金制度をやめてもよいと考えた背景であると。また、神田教授（[2005], 104-105
頁）も、一般的に事前規制の緩和ないし廃止という流れがあり、最低資本金制度の廃止はその
流れで説明できる、とし設立時の最低資本金制度では、200～300 万円の元手でビジネスを始
めたいという人がいるので、そういった起業ニーズに応える必要がある、との見解を述べてい
る。事業創出の活性化のための規制緩和、そして資本金等が資本維持にあまり役に立っていな
い15、ということからの廃止であるが、この制度の廃止には強い反対論があることも留意して
おくべきである16。 
                                                          
13 実際は、“零”という資本金は存在しないため“1円”ということになる。また、あるケースでは、資本
金額は 1円だが、設立の認証手数料等の支払のため、その他利益剰余金の項目でマイナスなることも考え
られる。つまり、資本金の実質的なマイナスである。 
14 資本金を“零”であることを可能とする根拠は、会社法 447条 2項及び省令である会社計算規則 74条
１項に求められる。法 447条 2項は、「…前項第 1号の額（資本金を減少できる額）は、同項 3号の日（資
本金の減少がその効力を生ずる日）における資本金の額を超えてはならない。…（括弧内 筆者）」と規定
し、この条文により資本金を減額できる（減資）範囲が「零」まで（100％減資が可能）であることがわか
る。また、会社計算規則 74条１項では、「…株主となる者が当該株式会社に対して払込み又は給付をした
財産の額とは、第 1号（イ、ロ、ハの項目の合計額であるが、それらは“払込み財産額”を示す）から第
2号（設立費用のうち設立に際して資本金又は資本準備金の額として計上すべき額から減ずるべき額）に
掲げる額を減じて得た額［零未満にある
．．．．．．
場合にあっては、零
．．．．．．．．．
］とする。…（括弧内、傍点は筆者）」とされ、
この省令によってはじめて、設立時の資本金が「零」であることも可能なことが明らかとなった
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。 
15 神田教授（[2006], 29頁）は、資本金というのは、貸借対照表上公表される単なる数字に過ぎないもので
．．．．．．．．．．．．．
あり
．．
、何が役割かといえば、それは剰余金分配のためにクッションで分配可能額計算のための引き算のもと
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
になる金額といった程度ものであるとし、そうであれば、その金額は“零”でもかまわない、と述べている。 
16 稲葉教授（[2006], 132-133頁）は次のように述べている。「…そもそも、何であれ事業を行うには、資
．．．．．．．．．．．．．
金が必要である。資金がまったく必要でない事業であれば、もっぱら創業者個人の力量によるもので、何
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
も会社という事業形態をとる必
．．．．．．．．．．．．．．
要はないはずである
．．．．．
。･･･（また）資本の意味はそれだけにとどまらないよ
うに思われる。根源的には、株主有限責任を享受するための対価の意味があるはずである。株主としても
これだけの犠牲を払う覚悟を示すことにより、有限責任による事業展開と、それによる利益の収受が認め
られるのではないか（法律の基本原理としての公正・公平の理念）。その意味では、最低資本金というのは、
．．．．．．．．．．．
それなりに理のかなった制度である
．．．．．．．．．．．．．．．．
。･･･（傍点は筆者）」。同様の見解に上村教授（[2004], 10頁）。 
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 3.4旧商法、会社法施行における純資産（資本）の部変質の背景 
 何故、このような改正がなされたのか、それには法律サイドが、資本金等（資本金と法定準
備金）、資本維持思考、そして配当財源をどのように考えているのか、会計との考え方の相違が
根底にあるように思われる。たとえば、商法学者である竹内教授（[2001], 92-93頁）は、配当
可能な財源について次のような見解を述べている。 
 「法律上の資本と法定準備金は、ダムにたとえることができよう。会社の設立や新
株発行に当たり、株式の引受人が約束し履行した出資の額は、すべて社内に蓄積され
る。そのため、株式の発行額全額をもって資本とするのが原則とされる。…発行価額
全額が会社という貯水池に流れ込み、かつ蓄えられる。…出資全額を貯水するための
ダムが資本であり、資本に上乗せして築かれた補助ダムとしての法定準備金である。
…決算期における会社資産の額が資本というダムとそれを上乗せして築かれた法定準
備金という補助ダムの高さに達しなければ、配当や賞与として会社資産を分配するこ
とは許されない。配当可能剰余金として社外に放出できるのは、
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
資本プラス法定準備
．．．．．．．．．
金というダムを乗りこえてあふれた財産である
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。…（傍点は筆者）」17 
 ここでは、ダム（資本金）と補助ダム（法定準備金）を例えとして、配当財源はこれら合計
額を超えるすべての金額を対象とすること、また、その源泉区分までは要求されていない、こ
とが述べられている。ただ、資本金等の金額を維持することを前提としているため、一見、資
本維持思考が貫かれているようにもみえるが、それはそうではなく、配当からの一定の“歯止
め”に過ぎないもの、と考えられている。つまり、法律サイドからの資本金等の金額は、企業
財産とはリンクせず、単なる数額
．．．．．
であるとされ、資本を維持する最低限度の金額であるという
より、配当する際（配当規制から）の一種の“クッション”程度のもの、という認識なのであ
る。こうした考えは、先に述べた会計の資本の部の考え方とは明らかに異なっている。つまり、
法律サイドからは、債権者保護機能、そしてそれを支える資本維持思考等は、配当規制の領域
の問題であるとして捉えられているのである。このことは 1998年 6月に公表された「商法と
企業会計の調整に関する研究報告書」において、配当規制は、主として債権者保護あるいは債
権者と株主との利害調整機能という商法の役割からの規制である、という言葉からも窺える。
また、報告書では、貸借対照表上の純資産額は配当規制を基礎とするものの商法で個々の資産
の評価をどのような方法にて行なうかという問題と、配当可能利益額をいかに算定するかとい
う問題は、分けて考えうる事柄ではないか、とも述べており、純資産の部における資産評価と
いう会計規制、配当（分配）可能利益の算定という配当規制は別であることが示唆されている。
こうした会社法の立場について、神田教授（[2007], 6頁）は立法担当者の言葉として、“配当
（分配）規制は会社法独自の話である。しかし情報提供は企業会計と共通である”と紹介され
ているが、この文言には会社法の純資産の部は“配当規制”に純化させ、そして、その他会計
                                                          
17 その他、同様の見解に神田教授（[2003], 180-181頁）がある。「…株式会社では、有限責任のため会社
財産のほかには財産的基礎がないので、商法は、資本という一定額を基準として、それにさらに法定準備
金という制度を設け、これらに対応する会社財産を維持することを求め、それを超える部分に限って利益
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
として株主に配当することを認める
．．．．．．．．．．．．．．．．
。･･･（傍点は筆者）」。 
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規制、情報提供等は会計に、という意図が含まれているようである。 
 安藤教授（[2002], 12-13頁）は、旧商法の資本の部の変質を会計の立場から、「…商法は、
一方で、配当規制において払込資本維持の原則を放棄したが、他方で、『資本の部』の表示基準
．．．．
において、払込資本の維持思考を受け入れた
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。さらに、その表示基準は資本剰余金と利益剰余
金の混同を禁止する会計処理基準を前提としているので、商法は、そのような会計処理基準も
受け入れたともいえる。…払込資本の維持について、従来の配当規制による強制から、新たな
表示規制によるいわば推奨へと、方針を変えたのである。これは結局、実体規定における資本
．．．．．．．．．．．
制度の揺らぎを、開示（表示）規定によって補修している
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
ことに他ならない。（傍点は筆者）」
と述べ、会計の情報提供機能としての役割が重要視されるようになったこと、さらに会社法に
ついても、石川教授（[2006], 39-40頁）が、従来の資本制度に代わり、会計開示制度を充実徹
底させることで債権者保護の要（かなめ）とし、一方で最低資本金規制を緩和するという『自
由』をあたえ、一方で会計開示の厳格なルール化で『規律』を求める。正確な会計情報の開示
と債権者・株主の自己責任、これがセットになる仕組みである、として純資産（資本）の部の
意図を述べている。 
 要するに、旧商法、会社法において従来の資本維持思考は著しく後退したが、それを配当規
制と情報開示機能にて補うこととし、配当規制は法律サイドからの規制、その他会計（計算）
規制、情報開示等は会計サイドが担う、という構図のようである。 
 
4.払込資本と留保利益区分の原則と配当規制 
 会社法の純資産の部の源泉別分類は、図表-2のようになる18。 
 会社法での剰余金配当は、臨時決算がなければ、剰余金は、「その他資本剰余金」と「その他
利益剰余金」の合計額と配当時点までの分配可能財源（金銭配当、資本金の増減）の加減金額
である。そこでは資本剰余金、利益剰余金の項目内部での振替は可能であるが、利益剰余金か
らの資本金等への組み入れは原則禁止されている。また、会社計算規則は、払込資本と留保利
益の区分表示は厳格である。このため、払込資本と留保利益の区分が確保されていようにみえ
るものの配当に関しては、剰余金の源泉区分はなく、株主資本と繰延資産、のれん等の一定の
金額を考慮して計算された金額が分配可能額として社外流出が可能である。 
 したがって、このような状況では「剰余金区分」の必要性を疑問視する議論も当然、生じて
くる。たとえば、梅原教授（[2005], 39頁）の次のような見解を述べている。 
 「…現行制度において剰余金区別の要請を貫く必然性は乏しいという点である
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。既
に払込資本を維持するという制度的な保証はなく、それ以外の機能を論証することも
困難である。しかも剰余金区別の要請をみたすには、期中に認識した勘定科目を再分
類しなければならない。また自己株式のように、もともと剰余金区別にあてはまらな
い暫定勘定もある。 
 
                                                          
18 桜井久勝著『財務会計講義<第 7版>』中央経済社, 2006年。254、278頁を参考に作成。 
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図表-2 
 
資 本 金 
資本準備金（株式払込剰余金）   資本 
剰
余
金 その他資本剰余金（減資差益,自己株式処分差益）
払込資本 
利益準備金 
株 
主 
資 
本   利益 
剰
余
金 その他利益剰余金（任意積立金,繰越利益剰余金）
留保利益 
評価・換算差額等 
（その他の有価証券評価差額金、繰延ヘッジ損益、土地再評価差額金）
新株予約権 
その他 
 要素 
＊：剰余金の使途･･･①資本金へ組入、②資本準備金・利益準備金へ組入、③損失処理や任意積立金等、 
          ④株主に対する剰余金配当。 
  
 そうであれば、資本剰余金や利益剰余金といった資本の部の中区分をあえて設けず
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
に、むしろ期中取引や商法規定に従って処理された勘定科目をそのままに表示した方
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
が、より有用な情報を提供できるとも考えられる
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。配当規制にも合致しない表示区分
を制度的に維持すべきかどうかについては、剰余金区別の本来的な機能に立ち返った
慎重な検討が必要であろう。…（傍点は筆者）」 
 このように配当規制にも合致しない区分表示が必要か否かについては、それが会計が担う情
報開示機能としての役割があるとしても、規定された区分が配当財源の中身と一致せず、いわ
ば表面的な区分に終始しているため、あえて剰余金を区分する必然性はないのではないか、と
いうことである。すなわち、資本の部の区分を配当財源の源泉と関連付ける表示形式にするこ
とが会計の理論としても正しく、そうでなければ、こうした区分は必要性ない、ということに
なる。 
 しかしながら、斎藤教授（[2005], 106-107頁）によれば、これは、剰余金を資本剰余金と利
益剰余金にわけることにどこまで意味があるかという問題でもあり、理論上の問題と、実務や
制度の面での措置とを切り離して考える必要がある。そして、資本剰余金も利益剰余金も、株
主資本の要素という点では区別がなく、株主資本そのものの内訳は本質的な問題ではなく、ま
た、会社法において配当制限に関する限り資本準備金も利益準備金も準備金として一本化され
たため、それと剰余金との間の振替にあたっては、拠出資本か留保利益かの区別にこだわる理
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
屈も特にない
．．．．．．
という。ただ、法定準備金を配当財源に移すには、法定の手続きは必要であろう
が、それは配当規制上の問題であって、会計上の問題ではない、と述べられている。 
 この見解は、資本金等を超える金額は剰余金としてその区分は求めないという法的な立場か
らの考えを基本としているようである。確かに準備金が一本化され、剰余金との間の振替に際
して、会計的にも払込資本・留保利益の区別の必要性はないように思われるが、それは単に各
剰余金＊ 
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剰余金内での振替に関してのことであり、また、ここでの法定準備金（単に準備金）の配当財
源化は、配当規制上の問題で会計上の問題ではない、という考えについても、それは後述する
会計の使命という点から考えると、その使命を無視し、配当規制にて純資産の部が持つ全ての
機能を賄える、という一方的な論理のようにもみえる。 
 以上のことから、払込資本と留保利益の区分原則の必要性の可否といっても、つまるとこ
ろ、利益（損益）の決定に際して、また利益分配に関して、またそれらの情報を適切に伝達す
るためにも、やはり、この原則は重要な役割（意義）を持つ、ということになるのである。少
なくも、会計からはそう言える。 
 たとえば、留保利益については、それが企業の過去の業績の蓄積を示すことにあるため利害
関係者にとって有用な情報となるという19。 
 万代教授（[2007], 21頁）は、次のように述べている。 
 「･･･純資産の部の金額は資産と負債の差額と一致するが、しかしその中の株主資本
の部の金額は、決して差額として計算されているわけではない。株主資本の部こそ、
継続記録を通じて得られた会計数値であり、企業の歴史を示している。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
すなわち、企
業の設立以来の株主資本の由来を示している。それは株主資本の部をその源泉別に示
．．．．．
すことによって可能となる
．．．．．．．．．．．．
。（傍点は筆者）」 
 そして、この主張は、同じく万代教授による次のような言葉として表わされる。 
 「適正な期間損益を計算することは会計の基本的な役割であり、その点では資本と
利益の区別は会計にとって“永遠のテーマ”であり続けよう。と同時に元手とそれを
．．．．．．．．．
運用して得られて果実とを明瞭に区別しておくことも会計にとって重要な役割である
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
と考えられる。これは会社法の配当規制と関わりなく、会計にとってやはり“永遠の
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
テーマ”である
．．．．．．．
（傍点、“ ”は筆者）」 
 会計上、この区分原則は“永遠のテーマ”
．．．．．．．．
であり、それは会計の拠り所でもある。したがっ
て、旧商法、会社法における資本の部の変質は、会計サイドからは一様に批判的なものとなる。
壹岐教授（[2007], 31-32頁）は、伝統的な会計思考の呪縛から抜けきらない外圧的な批判と映
るのであろうが、としながらも会社法の純資産（資本）の部の変質について次のよう批判的な
見解を述べている。 
 「…配当の財源に資本剰余金を含めることにしても、財源別に配当の優先順位を付
．．．．．．．．．．．．．
けるという方向性は考えられなかったであろうか
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。すなわち、利益剰余金の配当を優
．．．．．．．．．．
先し、その財源がなくなった場合に、資本剰余金の配当を認めるというものである
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。
さらに、その場合、『配当』という文言は『その他利益剰余金の配当』の場合に限定し、
資本剰余金の場合には、文言を『その他資本剰余金の払戻し』に変更し、規制も分け
て行うのが望ましかったと思われる。会社法が配当規制において資本剰余金と利益剰
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
余金を区別をしていないのは、どちらからの配当も、自己株式の有償取得も含めて、
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
株主に対して会社財産を払い戻す行為という点で、同一の行為と考えているからのよ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
                                                          
19 この点は野口教授（[2004], 132頁）も指摘するように、実証面での検証が必要である。 
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うであるが
．．．．．
、現象面からみればそのとおりでも、源泉面からみれば、両者の性格は違
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
うと考える。結局、そのような源泉面を無視して、統一的な財源規制を定めたところ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
に問題があると思われる
．．．．．．．．．．．
。（傍点は筆者）」 
 この見解は、配当財源に資本剰余金を含めるにしても財源別に配当の優先順位を設けること
の必要性を説いており、会計サイドから、分配（配当）可能利益流出に対する理論的な方向性
を示すものとして、説得力があり評価できる議論である。 
 旧商法、会社法における純資産の部の変質、キーワードは「規制緩和」、「自由化」、「統一的
財源としての剰余金」等で、これは経営者サイドの企業体質を強化する一貫ではあったと思わ
れるが、そのために、従来、資本の部が担ってきた伝統的な債権者保護機能やそれを支える資
本維持思考はどこかに置き忘れてしまったようである20。そして、それらはすべて法律サイド
がいう「配当規制」が取って代ることになるが、「配当規制」だけで従来の機能等を実質的に補
うことがはたして可能か否か、今後のその検討が必要であろう。 
 
5.結びにかえて―払込資本と留保利益区分の原則の現代的意義― 
 会計の使命は、利益決定計算と利益分配計算、そしてそれらを伝達すること（情報開示する
こと）にある。このため、単なる区分を表示するに留まらず源泉区分とも一致することとする
「払込資本と留保利益の区分原則」は、これらの使命達成には欠くことのできない重要な原則
なのである。資本と利益の区分は、利益（損益）決定、利益（損益）計算に際して必要であり、
そして、剰余金の区分はその源泉の区別がないとなると“資本（元手）の食い潰し”となるこ
とが考えられ、また、留保利益区分についてもそれを会社それ自体の業績の蓄積として捉える
ばかりでなく、株主、債権者、従業員、その他会社の利害関係者のすべてが共有するものと考
えること21に意義があり、そして、これらの実質的な区分が正確に伝達されること（情報開示
機能）は、有用な企業情報を利害関係者に提供する、ということからもこの区分原則が持つ意
義は大きいといわねばならない。 
 要するに、冒頭（はじめに）に提起した「剰余金の区分原則（払込資本と留保利益の区分原
則）」の再検討といっても、会計の本来の使命に立ち返って考えれば、結局のところ、上述した
会計の 3つの使命を果たすため意義がある、ということになる。そして、このことを主張する
ことが、法律的な思考から離れた会計独自の資本の部の意義に関する会計からの発信であるよ
うに思われる。 
 
 
                                                          
20 桜井教授（[2007], 118頁）も「･･･債権者保護機能を後退させるまでして、最低資本金制度の廃止やそ
の他資本剰余金部分が分配可能とするメリットというのはどこにあったのでろうか。こういう制度をつく
る必要性というのはどこにあったのだろうか･･･」と述べている。 
21 染谷教授（[1985], 168頁）。 
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